
第４０号議案 

平成２７年度 中間市一般会計補正予算（第３号） 

 平成２７年度中間市の一般会計の補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３５，９００千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

１７，４６２，９００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算 

補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

  平成２７年１１月２７日提出 

中間市長  松下 俊男 
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第 ２ 表  債 務 負 担 行 為 補 正

（追 加） 単位：千円

事    項 期    間 限    度    額

法人市民税課税システム賃借料
自 平成２７年度

至 平成３２年度
１２，８４７
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（変　　更） 単位：千円

起　債　の　目　的 限　度　額 利　　率 償還の方法 限　度　額 利　　率 償還の方法

国 土 保 全 対 策 事 業 9,100 11,700

計 1,167,068 1,169,668計

２.０％以
内。ただ
し、利率見
直し方式で
借り入れる
公的資金に
ついて、利
率の見直し
を行った後
において
は、当該見
直し後の利
率。

借入先の
定める条
件による
ものとす
る。ただ
し、据置
期間及び
償還期限
を短縮
し、若し
くは繰上
げ償還又
は低利に
借換えす
ることが
できる。

又 は 又 は

証券発行 証券発行

証書貸借 ２.０％以
内。ただ
し、利率見
直し方式で
借り入れる
公的資金に
ついて、利
率の見直し
を行った後
において
は、当該見
直し後の利
率。

借入先の
定める条
件による
ものとす
る。ただ
し、据置
期間及び
償還期限
を短縮
し、若し
くは繰上
げ償還又
は低利に
借換えす
ることが
できる。

国 土 保 全 対 策 事 業 証書貸借

第　３　表　　　地　　方　　債　　補　　正

補　　　　　　　正　　　　　　　前 補　　　　　　　正　　　　　　　後

起債の
方　法

起　債　の　目　的
起債の
方　法
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期 末 手 当
年間支給率
(月分)

5,469
(2.95月分)

24,630
(2.95月分)

その他の 2,192
特 別 職 (2.95月分)

5,469
(2.95月分)

24,630
(2.95月分)

その他の 2,192
特 別 職 (2.95月分)

0
0.00

その他の 0
特 別 職 0.00

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

１．特　　別　　職

0 0

（単位：千円）

0

0 0 0

計 0

0 0

0 0

0 0 0

0

00
比　　較

長　　等

32,291 199,993 64,095 264,088計 843 27,096

65,196

264,088

63,390

170,132

1,806 65,196

3,947 28,760

補正前

長　　等 2 19,344

140,606

32,291

24,813

共　　済　　費

64,095

合　　　　　計

3,947

58,342

1,806

28,760

170,132

給　　与　　費

111,790

63,390

199,993

87,160 111,790

19,344

報　　酬

140,606

補正後

区　　　　　分
職 員 数
（人）

823

58,342

87,160

53,446

24,813

給　　料

2

18

843

823

7,752

18

53,446 7,752

27,096

長　　等

議　　員

計

議　　員

議　　員

0

0
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(21)
297
(26)
301

(△ 5)
△ 4

指 定 勤 務 時間外勤務 期 末 勤 勉 休 日 勤 務 夜 間 勤 務 管理職員特
手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 別勤務手当

補正後 38,762 28,633 6,839 12,903 27,673 48,089 453,133 19,539 4,071 65 100 342
補正前 38,472 28,203 6,839 12,843 27,508 47,239 453,133 19,539 4,071 65 100 342
比　　較 290 430 0 60 165 850 0 0 0 0 0 0

職員手当 1,795 そ の 他 の 増 減 分 1,795 人事異動に伴う増額

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

7,200 人事異動に伴う増額

昇 給 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分

給　　料 7,200

２．一　　般　　職

（１）総　　括

区　　分 増　　減　　額 増　　　減　　　事　　　由　　　別　　　内　　　訳 備　　　　　　　　　　考

1,224,077

区　　分

補正後

（単位：千円）

（単位：千円）

　（　　）は再任用職員の人数

10,445

退職手当組合負担金
職 員 数
（人）

640,1491,231,277

638,354

425,028

425,028

共　　済　　費
給　　料 職員手当

364,934

合　　　　　計

2,661,388

2,650,943

1,871,426

1,862,431

給　　与　　費

職員手当
の 内 訳
職員手当
の 内 訳

区　　分 扶 養 手 当

比　　較

通 勤 手 当

7,200 8,995

補正前

地域手当

（単位：千円）

0

住 居 手 当 宿日直手当

363,484

1,450

管理職手当

1,795
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職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比

23 9.7 3 6.1
(18) (85.7)
41 17.2 10 20.4
(3) (14.3)
53 22.3 3 27.3 22 44.9

71 30.0 3 27.3 9 18.4

16 6.8 5 45.4

26 11.0 4 8.2

7 3.0 1 2.0
(21) (100.0) (0) (0.0) (0) (0.0)
237 100.0 11 100.0 49 100.0

27 11.3 5 9.8
(19) (76.0) (1) (100.0)
37 15.4 9 17.6
(6) (24.0)
56 23.3 3 30.0 24 47.1

65 27.1 3 30.0 8 15.7

22 9.2 4 40.0

26 10.8 4 7.8

7 2.9 1 2.0
(25) (100.0) (0) (0.0) (1) (100.0)
240 100.0 10 100.0 51 100.0

【級別の標準的な職務内容】

課長補佐
参事補 主査
主査幹

次長

課長 課長補佐 主査
主幹

現　　　　 在

平成27年11月1日

（３）給料及び職員手当の状況

区　　　分 級
一 般 行 政 職

　ア．職員１人当たり給与 　ウ．級　別　職　員　数

区　　　　　　　　分
技 能 労 務 職 消 防 職

（単位：人、％）

平成27年11月1日

現　　　　 在

１級

２級

３級

４級

平成27年1月1日 ３級

現　　　　 在 ４級

７級

計

７級

計

一般行政職 技能労務職 消　防　職

304,037 365,291 299,814

１級

２級

一 般 行 政 職

　（　　）は再任用職員の人数、構成比

336,128 374,073 368,395

５級

６級

43.0 49.7 36.9

平均給料月額
（円）

305,479 350,159 293,960

平均給料月額
（円）

平均給与月額
（円）

５級

６級

平均年齢
（歳）

区　　　　　分

平成27年1月1日

平均給与月額
（円）

338,694 366,474 367,022
現　　　　 在

174,200 187,700

平均年齢
（歳）

43.6 48.5 37.4

　イ．初　　任　　給

一般行政職 技能労務職 消防職

高　　校　　卒

大　　学　　卒

（単位：円）

区　　　分 ７級 ６級

146,500 146,500 157,700

174,200

５級 ４級 ３級 ２・１級

消 防 職

部長
参事

課長
主幹

係長
主査

左以外の職員

左以外の職員
消防長
参事

係長
主査

左以外の職員技 能 労 務 職
係長
主査

主査幹 主査
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20年勤務の者 25年勤務の者 35年勤務の者 最 高 限 度 その他の 退職時
（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等 特別昇給

区　　　　　分

補　　正　　後

６月（月分） １２月（月分）
(1.025)
1.975

(1.175)
2.125

(1.000)
1.975

(1.175)
2.125
(1.150)
2.125

(2.20)
4.10
(2.20)
4.10
(2.15)
4.10

制度なし 制度なし

制度なし

　（　　）は再任用職員の月分

有

有

有

職制上の段階職務の
級等による加算措置

補　　正　　前

国　の　制　度

(1.025)
1.975

　オ．定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　　　　分

支　給　率　等

国　の　制　度
（ 支 給 率 等 ）

25.55625

25.55625

34.5825 49.590

34.5825 49.590

49.590

49.590 制度なし

　カ．指定勤務手当

区　　　　　分 全　　職　　種

給与総額に対する比率(%)

支給対象職員の比率(%)
（ 平成27年11月1日現在）

0.37

　キ．その他の手当

区　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同
差　　　異　　　の　　　内　　　容
国

代表的な指定勤務手当の名称 臨戸徴収手当等

14.1

扶　　養　　手　　当 同　　　　　　　じ

同　　　　　　　じ住　　居　　手　　当

中　　間　　市

　エ．期末手当・勤勉手当

支給率計（月分）

通　　勤　　手　　当 同　　　　　　　じ
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